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第7期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画における

介護サービス基盤の整備及び保険料関係について

平成29年11月13日

健康福祉部介護保険課



1 .第7期計画における介護サービス基盤の整備について

(1 )基本的な考え方

本市では、介護保険制度の趣旨に沿い要介護者の在宅生活への支援を基本としながら、「在宅生活

が困難な方」への対応として計画的な施設整備を行ってきている。第7期計画の介護サービス基盤整
備においては、⑦医療計画との整合性の確保及び②介護を理由とする離職の防止、という2つの視点
が固から示されており、国・県から示された方針を踏まえつつ、本市の施設入所待機者の状況及び保
険料の影響等を勘案した上で、整備すべき施設種別及び整備量について検討を行う。

(2) 第7期計画の介護サービス基盤整備における国圃県の方針
①第7次医療計画との整合性の確保(介護サービスの追加的需要への対応)
都道府県が策定した地域医療構想に基づく慢性期機能から介護施設・在宅医療等への転換を含めた追加的需要
について、地域の実情に応じて適切に受け皿整備がなされる必要があり、市町村介護保険事業計画においては、

この受け皿整備の必要量を踏まえた介護サービス量の見込を計画的に設定する。

②新・三本の矢「安心につながる社会保障J関連(r介護離職ゼ口」の推進)
介護離職防止及び特養待機者の解消を図るため、 2020年代初頭までに、介護施設及び在宅サービス等の整備
量を約12万人分前倒し・上乗せし、約50万人分以上に拡大する。
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在宅医療等の新たなサービス必要量の考え方について

都道府県及び市町村は、在宅医療等の新たなサービス必要量について、協議の場を活用し医療、介護

各々の主体的な取組により受け皿整備の責任を明確にした上で、次期医療計画及び介護保険事業計画に

おける整合的な整備目標=見込み量を設定する。
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次期医療計画と介護保険事業計画の整備量等の関係について | 
. 在宅医療等の新たなサービス必要量は、 2025年に向けて、福岡県で21，522人程度となると推計。
これらの受け皿としては、療養病床の転換等による在宅医療、介護施設の整備の他、一般病床か
ら在宅医療等で対応するものについては、外来医療等で対応することが考えられる。
・対応にあたっては、それぞれの提供体制の整備主体が協議し、医療計画及び介護保険事業計画
の計画期間に応じた、整合的な整備目標・見込み量を立てる必要がある。
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外来

在宅医療

介護施設

ーーー

ーーーーーー
ーーー

ーーーーーー

37 

C3 

未満

医療区
分1

38年度

15，819人 i

合計 1 

21，522人 j

4 



県における介護サービス・在宅医療の追加需要の算出の考え方①

|追加需要算定の考え方について|
一一一一ーー百四回目ーーーーーーーーーーーーーーーー】ーー一一一一一一一一一一一一一回目白ーーーーーーーーーーーー一一一一一一一ー百四ーーーーーーーーーー一一一一一一ーーーーーーーーー--一一一一一一ーーーーーーーーー一一一一一ーーーー

{1)在宅医療の追加需要について

「病床機能報告Jの「退院後に在宅医療を必要とする患者の状況」を基Iこ、追加需要に対する在
宅医療分の比率を設定する。具体的には「当該病棟から退院した患者数Iから「退棟先の場所別
の入院患者の状況Iの「終了(死亡退院等)Jを除いた数値を母数とし、これに対する「自院又は他

施設が在宅医療を提供する予定1の数の割合を在宅医療の追加需要分として設定する。

(481人+647人)/(5.508人-1.826人)=0.306 

(2)介護サービスの追加需要について

⑦介護施設の追加需要について
「病床機能報告」の「退棟先の場所別の入院患者の状況」を基に、追加需要に対する介護施

設分の比率を設定する。具体的には「退棟患者数Iから「院内他病棟へI及び「終了(死亡退院
等)J巷除いた数値を母数とし、これに対する「介護老人保健施設へI及び「介護老人福祉施設

ヘlの数の割合を介護施設の追加需要分として設定する。
(310+289)/(6.240-732-1.826)=0.163 

②介護居宅系サービスの追加需要

「病床機能報告」では医療療養病床退院後の患者がどの程度居宅系サービスを利用している
かを示すデータはないが、便宜的に在宅医療と介護施設の追加需要割合を除く部分を介護居

宅系サービスの追加需要分とみなし算定する。
1ー (0.306+0. 163) =0. 531 

ー一一一一『ーーーー一一一一一回ー!5



介護サービス e在宅医療の追加需要:>>>.(病床機能報告との対応)

退棟先の場所別の入院患者の状況
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県における介護サービス・在宅医療の追加需要の算出の考え方②

|具体的な算定方法について|

①国が示すf2025年の介護施設・在宅医療等の追加的需要の機械的試算」における各市町村の
療養病床分の計から0歳-39歳の追加需要分を除外(介護サービスの追加需要の対象から除
外し、在宅医療の追加需要として取り扱う)した上で、比例的に平成32年度末時点の追加需要を

算定(8分の3)。
②療養病床から介護医療院等への転換数については、医療療養病床からの転換については意
向調査で把握した平成立年度までの転換意向数を反映し、介護療養病床からの転換について

は平成35年度末で介護療養病床の全数が転換されるものとみなして、比例的に平成32年度末

時点の数値を算定(6分の3)し反映。

③①から②を除外した数に対し、在宅医療分0.312、介護施設分0.163、介護居宅系サービ

ス分O.525巷用いて追加需要を算定。

④算定は二次医療圏ごとに行い、算定された介護サービスの追加需要分について、二次医療圏
内の各市町村の人口比率を用いて市町村分を算定

【介護施設の追加需要計算式】
[ { (二次医療圏内市町村の追加需要(療養病床分)合計値)一(0-39歳の追加需要)}x 3/8 

ー(医療療養病床からの転換数(※1) )ー(介護療養病床から転換数(※2))] x (在宅医療O.3 
120r介護施設O.1630r居宅系サービスO.525)X当該市町村の人口/二次医療圏内市町

村の人口合計
※1意向調査で把握した平成32年度までの転換意向数

※2 平成35年度末で字数が転換す予も?とみち竺、そのザ3に相当する数 7 



団

県における介護サービス E在宅医療の追加需要の算出の考え方③

H37年追加需要の機械的試算値 15，819人(県全体)

:0歳~39歳 22人(在宅医療の追加需要に含める)

H37年追加需要の対象数 15，798人

尽!両日 |脱年追加需要の対象数 5，924人

H32年度までの療養病床から

介護医療院等への転換見込み数

H32年追加需要の対象数 5，924人

む

!介護療養病床 1，761人(床)I l_~_~~竺竺1=竺塁手竺型空竺竺竺空hその6全??!E担当する数 、

弓 i“おじ |もす橋 Ii_豆雨量通再忌lizt雨時極相;;:
I H32年介護・在宅医療への配分対象数 4，164人(仮)

立
H32年介護・在宅医療への配分対象数 4，164人(仮)

〈〉 ;o，306j くJ， i 0， 531 i GjIh--i: 
在宅医療の追加需要② 1，274人 | 介護居宅系サービスの追加需要 2，211人 |介護施設?需要

ιニ~(在宅医療計 1 ， 282人)

ーペ在宅医療の追加需要① 0歳~39歳 22人の8分の3相当 i
介護サービスの追加需要割合68.8%
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②新置三本の矢「安心につながる社会保障」関連 <取組イメージ>
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約2万人分増のサービス付き高齢者
向け住宅の整備(国土交通省)

+ 
約12万人分増の在宅・施設サービス

の前倒し・上乗せ整備

対象として想定している在宅・施設サービス

特別養護老人ホーム 特定施設(ケアハウス)
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介護離職者年間10万人のうち、「介護サーピ、スの利用ができなかったこと」を離職理由にあげている方が毎年1.5万人程度いると推

計。特養の平均的な在所期間が約4年であることから、4倍し、約6万人分。
要介護3以上の特養自宅待機者が約15万人。2020年代初頭までの解消を目指し、「年2.5万人分」のニーズに対応。同じく特養の平
均的な在所期間が約4年であることから4倍し、約10万人分

上記①の介護離職対策に係る6万人の中にも特養待機者である方が約4万人重複して含まれていることを考慮し、合計約12万人分
としたもの。 (6万人分(介護離職防止)+10万人分(特養自宅待機者解消)-4万人分(重複分)=12万人分)

|厚生労働省における全国約12万人分の考え方)

② 

① 

• 

約6万人分+約10万人分一約4万人分=約12万人分(※)
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約2.5万人/年×主主
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人を年間約2.5万人ずつ解消

+約6万人分
介護離職防止の
ための介護サービス

i自分の希望 i 
iなどで離職 ; 

※整備対象の在宅・施設サービスの平均
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平成25年度
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く参考>入所申込者数 約52.4万人
(対前回増加数) (+約10.3万人)
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l (3) 本市の施設入所待機者等の状況<各種調査結果①>
①「特別養護老人ホーム(広域型、地域密着型)J入所申込調査結果

【H28.4.1時点、福岡県調査】

要介護度 小計 調査時点の 差引待機者
待機状況

2 4 5 
(要介護3 合計 未開設特養 数 (要介
以上) 数 護3以上)

自宅 4 21 81 48 24 153 178 

自宅以外 6 17 62 63 51 176 199 

合計 10 38 143 111 75 329 377 145 184 

②「介護老人保健施設」入所状況

施設数

8 

国貝一
定一

【H28.4.1時点、福岡県調査】

入所人員| 入所率 | 空床数
615 87.86月 85 

③「特定施設の入所状況、待機者状況」の調査結果
【H29.7.1時点市独自調査】

施設数 疋{貝ロ 入所人員 入所率 空床数(A)
待機者数

実待機者数
満床の施設(C) = (B)一

(B) 妻女
(A) 

13 505 482 95. 45% 23 26 

11 



(3) 本市の施設入所待機者等の状況<各種調査結果②>

④「グループホームの入所状況、待機者状況」の調査結果
【H29.7.1時点市独自調査】

施設数 定員 入所人員 入所率 空床数(A)
待機者数

実待機者数
満床の施設

(C) = (8)一
(B) 

(A) 
数

50 864 826 95.6児 38 255 217 35 

⑤泊まりサービス利用者に係る調査結果
【H29.4-6月利用分市独自調査】

小規模多機
看護小規模

問1 育E 居宅
(泊まりサー 合計

施設入所が適当と思われるものの施設の空きがないた (泊まりサー ピス)
(短期入所)

め、短期入所又は泊まりサービスを利用中の方の人数 ビス)

70 10 163 243 
「ーーーーーーー回ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー『回目ーー ーーーーーーーーーー『自 』ーーーーーーーーーー目トーーーーーーーーー---ーーーーーーーーーー』ー・

I 

うち要介護3以上の方の人数 28 9 116 153 : 
I 

問2
小規模多機

看護小規模
音色 居宅

間1で回答した方のうち、平成29年4月から6月までの短 (泊まりサー
(泊まりサー

(短期入所)
合計

期入所文は泊まりサービスの利用回数の平均が月の半 ビス)
ピス)

数を超える方の人数
42 8 104 154 

「田園田ーーーーーーーーーーーーーーーー四四回目ーーーーーーーーーーーー ーーー圃ーーーーーーーー ーーーーーーーーー『ーート国』ーーーー回目-- --ーーーーーーーーーーーーー

うち要介護3以上の方の人数 25 8 81 114 

回収率 90.00% 90.00% 81.13% 83.97% 
12 



【参考】 施設置居住系サービスの人員基準等

特別養護老人ホーム 老人保健施設 介護療養型医療施設 グループホーム 特定施設

平均要介護度
3.94 3.04 4.26 2.94 2.48 

( H29.4) 

第3期整備状況 40床(+2期分の20床ニ60床)

第4期整備状況 地域密着型80床

第5期整備状況 地域密着型145床 80床

第6期整備状況 地域密着型145床 54床

0可能な限り、屋主におI士長生活へ 0者孟52亙主的言fl!Il.の主に起I士畳介 0基署』にb士畳痘釜査必霊と:2::盈要 0認知症である利用者が、井E註空，ErO入浴、排せつ、食事等の介護、そ
の盆僅圭合頭において、入浴、排池、 護及び機能訓練その他必要な医療 介護者 ~においてj宮庄肘益五盟主並E の他日常生活上の世話、機能訓練
食事等の介護、祖談及び援助、盆金 並びに日常生活上の世話 0置蓋上の管理者主，._fJ{主曲官 市E止目玉F3ZどE豆、入浴、排せ 及び療養上の世話を行う事により、
ま孟上の理官のi持主圭の油田日芭 。λ京司室町長里1=&L主呈牛2豆への 互の下「おける介護の世話及び機 つ、食事等の介護、その他日常生活 要介護状態となった場合でも、入居
生孟上の量話撞能訓鐘酔庫官 韮包言を目指すものでなければならな 能訓練その他の必車zrEF曜を行う事 上の支援及び機能訓練を行う事によ 者が当該施設において、その有する

入所対象者等 理当亙I1.盛惹上の堂話を行う事1::よ し、 により、入所者が、その有する能力に り、利用者の心身機能の維持回復を 能力に応じ自立した生活を営む事が

(基準省令) り、入居者が当その有する能力に応 応じ自立した生活を営む事ができる 図り、もって型|固章の生活盤能の主主 できるようにするものでなければなら
じ自立した生，舌を営む事ができるよう ようにするものでなければならない。 笠J!J主白上圭目指玄のでなければな ない。
にすることを目指すものでなければな らない。
らない。

要介護3以上(H27より) 要介護1以上 要介護1以上 要支媛Z以上 要支援1以上

医師 必要数(非常勤可)
常勤1以上

医療法基準による
入所者に対して100:1以上

薬剤師 実情に応じ適当数 医療法基準による

看護職員
利用者(看護+介護)で3:1以 医療法基準による 利用者(看護+介護)で3:1以

上 利用者:(看護+介護)で3:1以 (入院者に対して6:1以上等) 上

(30人以下看護1) 上 (30人以下看護1) 

介護職員
(31人-50人看護2) (看護217程度を標準)

入院者に対して6:1以上
日中・・・3:1以上 (31人-50人看護2)

( 51人 -130人看護3以上) 夜間・・・1以よ (51人-130人看護3以よ)

理学療法士 (OT) 訓練を行う能力を有する者(PT
0丁、 PT文は言語聴覚士が10

訓練を行う能力を有する者(PT'

作業療法士 (PT) OT'看護職員・柔道整復師等)1 
0: 1以上

OT及びPTが適当数 OT・看護職員・柔道整復師等)1 

等 以よ 以上

入所者の数が1∞又はその端
支援相談員(保健医療及び社会

入所者の数が100又はその端
生活相談員

数を増すごとに1以上
福祉に関する相当な学識経験を

数を増すごとに1以上
有する者)1以上

栄養士 1以上 定員1∞人以上の場合は1以よ 医療法基準による

入所者の数が100又はその端 入所者の数が100又はその端 入所者の数が1∞又はその端
(計画作成担当者)

介護支援専門員
数を増すごとに1以上 数を増すごとに1以よ 数を増すごとに1以上

1以よ 入所者の数が100又はその端

数を増すごとに1以よ

備考
H35年度末で制度廃止 13 (新規指定は認めない)



【参考】施設圃居住系サービスの整備状況(全国・県比較)

第1号被保険者 第1号被保険者

事業所数 1人当たり 定員 1人当たり 利用者数

【事業所数] 【定員】

サーピス種別 全国 県 久留米市 全国比 県比 全国 福岡県 久留米市 全国比 県比 全国 福岡県

特別養護老人ホーム 9，682 383 26 116.2% 104.4% 580，898 22，513 1，010 75.2% 69αi 519，538 19，732 

特養【広域型] 7，705 308 9 50，5出 44.991 530，280 20，576 560 45.7目 41.8% 473，800 17，981 

特養【密着型] 1，977 75 17 372.0目 348.4% 50，618 1，937 450 384.6% 357.1% 45，738 1，751 

老人保健施設 4，241 178 7 71.4% 60.5目 370，366 14，756 700 81.8% 72.9% 305，548 12，272 

介護療養 1，324 81 5 163.4% 94.9日 59，106 3，732 223 163.2出 9 1. 9~i 50，039 3，087 

グループホーム 13，069 659 50 165.5% 116.m 183，503 9，193 864 203.7% 144.5~í 172，862 8，615 

特定施設 5，168 239 13 108.8目 83_m; 260，745 11，310 505 83.8% 68.m 170，202 7，710 

特定施設【広域型】 4，858 220 13 115.mo 90.8% 253，778 10，965 505 86.1~t 70.8% 164，031 7，429 

特定施設[密着型】 310 19 。o.mo o.m 6，967 345 。 0.0% o_m 6，171 281 

，Eaコh 言十 33，484 1，540 101 130.5% 1 OO.8~é 1，454，618 61，504 3，302 98.2% 82.5日 1，218，189 51，416 

※全国及び県の事業所数、定員及び利用者数は、平成28年度介護サービス施設・事業所調査による。(被保険者数lま、平成28年9月末)

※久留米市の事業所数、定員は平成29年4月1日時点。利用者数は介護保険事業状況報告(H29.6月記載分)、被保険者数は平成29年4月末時点。

※定員を超える利用者数があるのは、他市町村の施設を利用している被保険者を含むため。

※特定施設において、定員と利用者の差は混合型特定施設には、要介護認定を受けていない高齢者も入居できる事による。

本市の特定施設13事業所のうち、 12事業所は混合型。

久留米市

1，134 

728 

406 

690 

210 

811 

404 

404 

。

3，249 

第1号被保険者

1人当たり

【利用者数]

全国比 県比

94.4出 88.3% 

66.5% 62.2% 

384.0出 356.4% 

97.7% 86.4% 

181.5% 104.6% 

203.0% 144.7目

102.7% 80.6% 

106.5出 83.6目

日日目 日日目

115.4% 97.1% 
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2.第7期計画における保険料について

(1 )基本的な考え方

これまでの実績を基礎としながら、地域包括ケア「見える化Iシステムを活用したサービス種別ごとの

利用状況や利用者数の伸び等の分析により、第7期計画期間のサービス見込量及び給付費を推計し、

それぞれの被保険者の負担能力に応じた保険料を設定する。所得段階区分の設定については、国の
基準を待って検討を開始する。

(2) 介護保険料の増減要因について
第7期の介護保険料を設定するにあたり、現時点で次のような増減要因が考えられる。

0高齢化の進展に伴う、要介護高齢者の増加
O第1号被保険者の保険料負担割合の引き上げ(22%→23%)

O施設置居住系サービスの整備

0介護給付費準備基金の取崩し
※基金残高.約14.5億円(平成29年度末)

0消費増税に伴う公費負担軽減の拡大(低所得者保険料軽減負担金)

0報酬改定
(プラス改定であ

れば、増要因。

マイナス改定であ
れば、減要因。)

15 



第1号保険料段階比較(6期国一6期久留米市ー7期国)

¥ 第6期計画期間(政令で定める基準) 第6期計画期間(久留米市) 保険料 第7期計画期間(政令で定める基準 未定)
対象者 負担割合 対象者 負担割合 年額 月吉員 対象者 l負担割合

生活保護受給者、老齢福祉
生活保護受給者、老齢福祉年金受

年金受給者
第1段階 課税年金収入額と合計所得

XO.5 
第1段階

給者 XO.5 
30，5[5円 2，543円

金額の合計が80万円以下の (X 0.3) 課税年金収入額と合計所得金額の (XO.45) 

市
人

合計が80万円以下町人
市

民 民
税 1兎
世 課税年金収入額と合計所得 XO.75 世

課税年金収入額と合計所得金額の
第2段階 帯 金額の合計が80万円超120万 第2段階 帯 XO.65 44，078円 3，674円

非 円以下の人
(X 0.5) 

非
合計が80万円超120万円以下白人

副- 課
事担 税

第3段階 課税年金収入額と合計超所の得J XO.75 第3段階
課税年金収入額と合計所得金額の

XO.75 50，859円 4，239円金額の合計が120万円 人 (X 0.7) 合計が120万円超の人

市民税本人非課税で、課税 市民説本人非課税で、課税年金収
第4段階 年金収入額と合計所得金額 XO.9 第4段階 入額と合計所専金額の合計が80万 XO.88 59，675円 4，973円

の合計が80万円以下の人 円以下の人

市民税本人非課税で、課税 市民税本人非課税で、課税年金収

所 第5段階 年金収入額と合計所得金額 基準額 第5段階 入額と合計所得金額の合計が80万 基準額 67，812円 5，651円
得 の合計が四万円超の人 円超の人

段
階 市民税本人課税で、合計所 市民税本人課税で、合計所得金額
区 第6段階 得金額120万円未満の人 X1.2 第6段階 125万円未満の八 x 1. 13 76，628円 6，386円
分

市民税本人課税で、合計所
市民税本人課税の方で合計rM与金第7段階 得金額120万円以上190万円 X 1. 3 第7段階 X 1. 25 84， 765円 7，064円

rli 未満の人 市 額125万円以上200万円未満の人

民
市民税本人課税で、合計所

民

第B段階
1日E
得金額190万円以上部0万円 X1.5 第8段階

税 市民税本人課税で、合計所得金額
X1.5 101， 718円 8，477円

世 未満白人 世 200万円以上300万円未満の人
帯 帯
謀 課 市民税本人課税で、合計所得金額
税 第9段階 税 300万円以上400万円未満の， X1.6 108，499円 9，042円

第10段階
市民税本人課税で、合計所得金額

X1.7 115，280円 9，607円
400万円以上500万円未満の人

第11段階
市民税本人課税で、合計所得金額

X 1. 85 125，452円 10，455円500万円以上600万円未満の人
第9段階 市民税本人課税で、合計所

X 1. 7 得金額290万円以上の人
第12段階

市民税本人課税で、合計所得金額
X2.0 135，624円 11，302円600万円以上700万円未満の方

第13段階
市民税本人課税で、合計所得金額

X2. [5 [45，796円 12，150円700万円以上800万円未満の方

第[4段階
市民税本人課税で、合計所得金額

X2.30 [55，968円 [2，998円700万円以上の方

※( )I;J:公費1::よる軽減後の負担割合 ※(  )は公費による軽減後の負担割合 16 


